
行政評価シート（事務事業評価） 評価年度 2８年度 

事業名 行政改革推進事業 担当課 政策秘書課

細分化した事業名

１ 計画（ＰＬＡＮ）：事務事業の計画的位置づけ 

基本方向 健全な行政活動によるまちづくり

第６次長期総合計画での目的体系 政策 効率的・効果的な行財政運営

施策 行政改革の推進と行財政運営の充実

関連する個別計画等
韮崎市行政改革大綱・韮崎市行政改革大綱実

施計画
根拠条例等

２ 計画（ＰＬＡＮ）：事務事業の概要 

事業の目的

市民ニーズに応じた行政サービスの推進と、地方分権の動きを捉えた効果を重視した効率的な行政運営の推
進を図ることを目的とする。

事業の手段 

行政改革の指針となる大綱に基づく具体的な取り組み内容について実施計画を策定し、実施計画において項
目（事業）ごとに目標を定め、目標達成のための年次計画に沿った進捗管理を行政審議会、庁内会議（行革推

進本部会議、事務局会議）で行う。

事業の対象

市民（行政改革の推進により、市民に対して質、満足度の高い行政サービスを行う）

３ 実施（ＤＯ）：投入費用及び従事職員の推移（インプット＝費用＋作業） 

25 年度 26 年度 27 年度

A 事業費 (千円) 0 0 56
財
源
内
訳

国・県支出金

その他（使用料・借入金ほか）

一般財源 

B 担当職員数（職員 E） (人) 0.3 0.3 0.3

C 人件費(平均人件費×E) (千円) 1,947.3 2,038.2 2,014.5

D 総事業費(A+C) (千円) 1,947.3 2,038.2 2,070.5

主な事業費用の

説明 
行政審議会委員報酬及び担当職員の人件費 

注〉平均人件費は各年度決算額(職員給与費)から算出した 25 年度（6,491 円）,26 年度（6,794 千円）,27 年度（6,715 千円）を使用しています。 

４ 実施（ＤＯ）：事業を数字で分析（アウトプット＝事業量）

指標名 指標の算出方法

実   績   値

25 年度 26 年度 27 年度 

活動指標

１ 実施項目 実施計画に掲げている実施項目数 
59 61 61

２ 行政審議会 開催回数 
0 0 1

３
行政改革推進本部会

議・事務局会議
開催回数（各１回） 

２ ２ ２

妥当性 □ Ａ 妥当である ■ Ｂ ほぼ妥当である □ Ｃ 妥当でない

上記活動指標と妥当性
の説明

１
実施計画に掲げている実施項目の数のため大幅な増減はないが、毎年度項目の内容を見直し、実情

に合った計画となるよう努めている。

２
市長の附属機関として、事務事業及び組織機構の合理化に関する事項を調査審議する機関であり、

行革の推進について意見を聴取することができる。

３
庁内において行革実施主体であり、行政改革を大綱や実施計画を策定することで完結するのではな

く、常に進捗管理し実行性のある改革とするためには妥当である。



５ 評価（ＣＨＥＣＫ）： 事務事業評価 （アウトカム＝成果・効果）

指標名 指標の算出方法
実   績   値

25 年度 26 年度 27 年度

成果指標 

もしくは 

まちづくり

指標

１ 実施項目の実施状況
実施状況が継続実施、実施、ま
たは一部実施の割合（％）

98.3

（５８／５９）

98.4

（６０／６１）

100.0

（６１／６１）

２
事業効果の達成状況
（達成率）

実施事業効果の達成状況 
ＡＡ（効果が上がった） 

Ａ（効果が計画どおりのもの）
検討（検討の内、年次計画を検
討としていたもの） 

の割合（％）

67.8

（４０／６１）

70.5

（４３／６１）

70.5

（４３／６１）

３ 実施計画財政効果達成率
財政効果実績額／財政予定効

果額 千円 （％）  

143.3

（83,639／  

58,366）

96.8

（58,478／  

60,412）

158.1

（134,127／ 

83,661）

成 果 □ Ａ 上がっている ■ Ｂ ほぼ上がっている □ Ｃ 上がっていない

上記指標の妥当性と成
果の内容説明

１

・実施計画において、各事業（各項目）の実施状況を示すものであり、数値からほぼ全ての項目が

実施されていることを示している。
・行革への取組みを年次の推進計画として財政効果額も含め定めているが、その計画値と実績の比
較により成果を計ることができる。

２
実施された事業（項目）についての事業効果の達成状況であり、行革の成果を示すものである。
前期計画最終年（Ｈ27年度）まで達成状況は年々上昇し、事業成果は上がったといえる。

３

・実施された事業（項目）についての財政効果の達成状況であり、行革の財政的な成果を示すもの
である。
・年度ごとの予定財政効果額の出し方の違いにより達成率に大きな差が生じているが、全体として

はほぼ計画値を達成しており、財政効果が上がっているといえる。

事務事業総合評価 □ Ａ 期待以上に達成 ■ Ｂ 期待どおりに達成 □ Ｃ 期待以下の達成

６ 改善（ACTION）：今後の事務事業の展開

□ 拡大（コストを集中的に投入する） ■ 一部改善（事務的な改善を実施する）

今後の事業展開
□ 全部改善（内容・手段・コスト・実施主体等

の見直しが必要）

□ 縮小（規模・内容を縮小、又は他の事業と統合

する）

□ 廃止（廃止の検討が必要）

事
務
事
業
の
改
善
案

改善の概要・方向性（いつまでに、どういう形で具体化するのか）

28年度の改善計画（今後の事業展開説明）
・平成２７年度が実施計画前期の最終年度となり、平成２７年度に平成２８年度を初年度とする後期計画の策定
を行ったところである。
・後期計画を推進するにあたり、継続項目については前期計画の実績を踏まえて更なる推進を、新規項目につい
ては着実に取り組むことが必要となり、各項目の進捗管理または推進の見直しが重要となる。
・各項目の実施状況に関し、従来開催の機会が少なかった行政審議会、庁内会議（行政改革推進本部会議、事務
局会議）の開催回数を増やすことで行革の進捗管理を行い、更に実情に即した実施内容となるよう常に見直す機
会としていく。

過去
の 
改善
経過

昭和５７年度 「韮崎市行政審議会」設置
平成 ７年度 「韮崎市行政改革大綱（平成１８～１０」策定
平成１２年度 「韮崎市行政改革大綱（平成１３～１５）」策定

       「韮崎市行政改革大綱実施計画（平成１２～１５）」策定
平成１６年度 「韮崎市行政改革大綱実施計画（平成１６～１８）」策定
平成１７年度 「韮崎市行政改革大綱（平成１７～２１」策定

       「韮崎市行政改革大綱実施計画（平成１７～２１）」（行政改革集中改革プラン）策定
平成２３年度 「韮崎市行政改革大綱（Ｈ２４～３０）」策定

   「韮崎市行政改革大綱実施計画（Ｈ２４～２７）」策定

   「韮崎市定員適正化計画（Ｈ２４～３０）」策定
平成２７年度 「韮崎市行政改革大綱実施計画（Ｈ２８～３０）」策定

課長所見
行革については概ね予定通りの達成状況である。今後は前期実施計画を検証し、後期計画に反映すると

ともに、行政審議会への報告を経て市民への公表に努める。


